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個人情報保護方針 
 

１ 個人情報の保護について 

日本通信機器株式会社（以下、「当社」といいます。）は、業務上当社が取扱う

お客様及び当社の事業活動に関わるすべての方々（株主様、従業員等を含み、

以下、総称して「ご本人様」といいます。）の個人情報について、その適正な保

護を重大な責務として認識し、その責務を果たすために、以下に示す方針のも

とで個人情報を取扱います。 

また、その方針を具現化するために、個人情報保護に関するコンプライアンス 

･プログラムを構築して徹底を図るとともに、その継続的改善に全社をあげて取

組むことを宣言いたします。 
 

（１）個人情報は、当社の正当な事業遂行上並びに従業員の雇用、人事管理

上必要な範囲に限定して、収集、利用、提供します。 

（２）個人情報保護に関する法令及びその他の規範を遵守します。 

（３）個人情報への不正なアクセスまたはその破壊・漏洩などのリスクに対して

は、合理的な安全対策を講じ、事業の実情に合致した経営資源を注入して、個

人情報セキュリティ体制を継続的に向上させます。 

（４）個人情報保護に関するコンプライアンス･プログラムを構築するとともに、Ｉ

Ｔ技術の動向、社会的要請の変化、経営環境の変動等に常に着目し、適時適

切にコンプライアンス・プログラムを見直し、その改善を継続的に推進します。 

（５）本方針を全役員及び従業員に配布して周知させるとともに、従業員各自の

教育と啓発に努め、常に個人情報保護意識の高揚を図ります。 
 

 

２ 個人情報の利用目的及び範囲について 

当社は、当社、関連会社及びそれらの代理店(以下、「当社グループ」とい

います。)が行う各事業(以下「当社グループ事業」といいます。)において取得

した個人情報を、以下に記載する目的の範囲内で利用させていただきます。ま

た、当社は、業務を円滑に進めるため、業務の一部を委託し、業務委託先に対

して必要な範囲内で個人情報を提供することがありますが、この場合、当社は



当該委託先との間で個人情報の取扱いに関する契約を締結し、適切な監督を

実施いたします。 
 

（１）個人情報を取扱う当社グループ事業（※）における商品・サービス（以下

「商品等」といいます）の受付及び提供 

（２）前号に関して必要な工事手配及びアフターサービス（保守やサポートを含

みます）の提供 

（３）当社グループ事業に関する各種料金その他の請求収納及び債権保全 

（４）当社グループ事業に関する新商品等の検討、開発 

（５）商品・サービスに関する情報のご案内 

（６）当社グループ事業における営業・勧誘方法の研修・適正化のための従業

員教育 

（７）当社グループ事業に関する市場調査その他の調査研究 

（８）懸賞及びキャンペーン等の実施 

（９）経営分析のための統計数値作成及び分析結果の利用 

（10）個人情報保護法に基づく開示請求等への対応、並びに個人情報の取り

扱いに関する 

監視及び監査 

（11）CSR（企業の社会的責任）に関する活動 

（12）取引先との契約関係の管理 

（13）株主の管理 

①会社法に基づく権利義務の行使・履行のため 

②株主として、当社から法律を順守した各種便宜を提供するため 

③株主当社間の関係を円滑にするための各種の方策を実施するため 

④各種法令に基づく所定の基準による株主のデータを作成するため等 

（14）従業員等の雇用（再雇用を含みます。以下同じ）及び人事管理 

（15）従業員等の福利厚生（なお、従業員持株会、福利厚生会等の案内及び

運営管理も含みます。） 

（16）施設及び機器の管理 

（17）その他、前各号に係る業務の遂行上必要な範囲 

（18）前各号に定める利用目的を達成するために必要な範囲での当社グルー

プへの提供 
 

※当社グループ事業の内容 

通信業、インターネット付随サービス業/情報サービス業/機械器具卸売業/ 

物品賃貸業、各種商品卸売業/その他卸売業/各種商品小売業/ 



機械器具小売業、その他小売業/無店舗小売業/洗濯・理容・美容・浴場業 

その他の生活関連サービス、機械等修理業/賃貸業、クレジットカード業/ 

金融商品取引業/補助的金融業、保険業（保険媒介代理業、保険サービス業

を含む）その他の事業 
 

 

３ 個人情報の共同利用について 

当社は、当社が取得した個人情報を、以下のとおり共同で利用させていただく

ことがございます（※１）。 

（１）共同して利用する個人情報の項目 

①基本情報 

氏名、住所、電話番号及び電気受給契約（以下、「小売供給等契約」といいま

す。）の契約番号 

②供給（受電）地点に関する情報 

託送供給契約又は発電量調整供給契約（以下、「託送供給等契約」といいま

す。）を締結する一般送配電事業者の供給区域、離島供給約款対象、供給（受

電）地点特定番号、託送契約高情報、電流上限値、接続送電サービスメニュー、

力率、供給方式、託送契約決定方法、計器情報、引込柱番号、系統連系設備

有無、託送契約異動年月日、検針日、契約状態、廃止措置方法 

（２）共同して利用する者の範囲 

共同して利用する者（以下「共同利用事業者」といいます）の一覧 

①小売電気事業者（※２） 

②一般送配電事業者（※３） 

③電力広域的運営推進機関 

（３）共同して利用する者の利用目的 

共同利用する場合に、共同利用事業者は、その共同管理する個人情報を、

次の利用目的の範囲で利用するものとします。 

①託送供給等契約の締結、変更又は解約のため 

②小売供給契約（離島供給及び最終保障供給に関する契約を含む。）又は小

売供給等契約の廃止取次（※４）のため 

③供給（受電）地点に関する情報の確認のため 

④電力量の検針、設備の保守・点検・交換、停電時・災害時等の設備の調査

その他の託送供給等契約に基づく一般送配電事業者の業務遂行のため 

（４）共同利用に係る個人情報の管理について責任を有する者の名称 

①基本情報 



小売供給等契約を締結している小売電気事業者（但し、離島供給又は最終保

障供給を受けている需要者に関する基本情報については、一般送配電事業

者） 

②供給（受電）地点に関する情報 

供給（受電）地点を供給区域とする一般送配電事業者 

 

 

※１当社は、共同利用の目的のために必要な範囲の事業者に限定してお客さ

まの個人情報を共同利用するものであり、必ずしも全ての小売電気事業者及

び一般送配電事業者との間でお客さまの個人情報を共同利用するものではあ

りません。 

※２小売電気事業者とは、電気事業法（昭和 39年 7月 11日法律第 170号）

第 2条の 5第 1項に規定する登録拒否事由に該当せず、小売電気事業者と

して経済産業大臣の登録を受けた事業者（電気事業法等の一部を改正する法

律（平成26年法律第72号）の附則により、小売電気事業者の登録を受けたと

みなされた事業者を含みます。）をいいます（事業者の名称、所在地等につき

ましては、資源エネルギー庁のホームページ

（http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and

_gas/electric/summary/retailers_list/）をご参照ください）。 

※３一般送配電事業者とは、北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京

電力パワーグリッド株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西

電力株式会社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社

及び沖縄電力株式会社をいいます。 

※４「小売供給等契約の廃止取次」とは、お客さまから新たに小売供給等契約

の申込みを受けた事業者が、お客さまを代行して、既存の事業者に対して、小

売供給等契約の解約の申込みを行うことをいいます。 
 

 

４ 第三者への提供について 

当社は前2条に該当する場合及び以下のいずれかに該当する場合を除き、個

人情報を第三者へ開示または提供いたしません。なお、場合により業務委託

先へ必要な範囲内で個人情報を提供する場合がありますが、その際には個人

情報の取扱に関する契約を締結し、適切な管理を当社の責任の下で行いま

す。 

（１）ご本人様の同意がある場合 



（２）統計的なデータ等ご本人様を識別することができない状態で開示・提供す

る場合 

（３）法令に基づき開示・提供を求められた場合 

（４）人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合であって、ご本人

の同意を得ることが困難である場合 

（５）国または地方公共団体等が公的な事務を実施する上で、協力する必要が

ある場合であって、ご本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及

ぼす恐れがある場合 

（６）その他、当社が保有する以下に定める情報（以下、「当該情報」といいま

す。）を、本方針に記載される利用目的を達成するのに必要な範囲で、電子メ

ールまたは ASPサービス等を用いた方法により、当社グループに対して、提供

する場合があります。また、開示・提供する場合には、個人情報の保護措置を

講じるものとします。なお、本号による第三者への開示・提供に関して、ご本人

様の申し出がある場合、第三者への開示・提供を停止させていただきます。 

当該情報：当社グループが遂行する各事業で取得した個人情報、商品の購入

履歴、サービスの利用申込み履歴、その他書面、電話により取得した又は訪

問した際にお客様よりヒヤリングした商品又はサービスに関する情報 
 

 

５ 個人情報の開示・訂正・削除について 

（１） ご本人様は、当社に対して自己に関する個人情報を開示するよう請求 

することができるものといたします。この場合、当社は、ご本人様からの

請求であることを確認したうえで合理的な期間および範囲で回答いたし

ます。 
 

【日本通信機器株式会社 お客様相談センター】 

フリーダイヤル: 0120-858-880 

営業日：午前 9：30 ～ 午後 5：30 （但し、土・日・祝・お盆・年末年始を除く） 

所在地：大阪市中央区南船場 1-2-14 日本通信機器大阪船場ビル２F 
 

なお、開示することにより下記のいずれかに該当する場合には、当該個人情

報の存否を明らかにすることを含め、開示の申出に応じかねます。 

①本人もしくは第三者の生命、身体または財産その他の権利利益を害する恐

れのある場合 

②違法または不当な行為を助長し、または誘発する恐れのある場合 



③国の安全が害される恐れ、他国もしくは国際機関との信頼関係が損なわれ

る恐れまたは 

他国もしくは国際機関との交渉上不利益を被る恐れのある場合 

④犯罪の予防、鎮圧または捜査その他の公共の安全と秩序維持に支障が及

ぶ恐れのある場合 

⑤当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼす恐れがある場合 

⑥他の法令に違反することとなる場合 

（２） 当社の保有個人データに関して、ご本人様がご自身の情報について訂

正、追加または削除を希望する場合には、ご本人様からの請求である

ことを確認した上、事実と異なる内容がある場合には合理的な期間およ

び範囲で情報の訂正、追加または削除をいたします。 
 

 

６ 本公表事項に不同意の場合について 

当社は、お客様がお申込契約に必要な記載事項の記載を希望しない場合、若

しくは本公表事項内容の全部または一部に同意できない場合、お申込をお断

りすることがあります。但し、上記第４条に同意されない場合に、これを理由に

お申込をお断りすることはありません。 
 

 

７ 本公表事項の変更について 

（１）本公表事項を変更した場合、当社は、お客様に通知し、または公表いたし

ます。 

（２）本公表事項の変更内容をお客様に通知し、または公表した後、１ヶ月以内

に変更事項に同意しない旨を申し出ないとき、または当社から商品の供給若し

くはサービスの提供を受けたときは変更事項に同意したものとみなされることと

いたします。 
 

 

８ 保有個人データの利用・取扱いについて 

当社の保有個人データの利用・取扱いについては、上記１～７と同様といたし

ます。 


